
 

     開    議 

 

 

○大沼 久議長 おはようございます。 

 これより本日の会議を開きます。 

 本日の会議に欠席通告議員はございません。

よって、ただいまの出席議員は定足数に達して

おります。 

 本日の会議は、配付しております議事日程第

２号をもって進めます。 

 

 

  日程第１ 市政一般に関する質問 

 

 

○大沼 久議長 日程第１、市政一般に関する質

問を行います。 

 なお、質問の時間は答弁を含めて60分以内と

なっておりますので、ご協力をお願いいたしま

す。 

 

 

   安部 隆議員の質問 

 

 

○大沼 久議長 それでは、順次ご指名いたしま

す。 

 初めに、順位１番、議席番号６番、安部隆議

員。 

  （６番安部隆議員登壇） 

○６番 安部 隆議員 おはようございます。 

 それでは、今定例会一般質問に際し、通告に

従い質問申し上げますので、当局の的確な答弁

をお願いするところでございます。 

 まずは、冒頭より一言申し上げながら質問を

進めてまいりたいと存じます。 

 ８月１日に、前会派平成会を脱会し、新会派

盟政会の設立に参加をいたしたところでありま

す。盟政会設立に当たっては他会派の方々には

ご心配やらご迷惑をおかけしましたが、政治に

おいて離合集散は時の趨勢と思っております。

決して私利私欲や罵詈雑言の範疇ではございま

せん。盟政会に参加をいたしました志を申し上

げたいと思っております。 

 市民の負託を受けた長井市の議員として従来

の役割や責任を果たしているのか自問すると、

疑問を感じざるを得ないのでございます。それ

は、当局提案に係る議案に対して自分の考えで

対応しているかという疑問であります。 

当局と議会は車の両輪のごとくと例えられて

おります。すなわち、当局提案議案等を原案の

まま可決させることが、当局と議会が車の両輪

の意味のごとくにとらえられがちですが、本当

の意味での車の両輪とは、議員、議会が市民の

負託を受けてしっかりした政策を提言し、その

政策を当局に実行させることが本来の車の両輪

の意味と解します。しかしながら思うに、本当

の意味の活動ができないのは、自分自身の問題

でもありますが、会派を考えた場合、活動に起

因することも感じられてなりません。 

 他市の会派を見ると、山形市、米沢市は４会

派、南陽市は３会派となっております。一方、

長井市においては５会派が存在し、議員同士や

会派間の風通しがよいとは言えず、意思疎通に

欠け互いに理解不足が見られ、悪い面が表に出

ることが多く、不快感を感じ、決してよい関係

にあるとは言いがたい面があることや、意思疎

通、共通認識に欠けることが多く、互いに誤解

を受けたり誤解を与えることとなっていると思

っております。 

 今の長井市議会の現状をかんがみて、当局と

議会が対等の立場に立って、市民が求める負託

にこたえられる崇高な議会活動の展開を目指し、

本当の意味の車の両輪となる議会の姿に改革す

る必要を感じたところでございます。 
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 そのためには、力のある会派に改革すること

が大事なこと。会派運営は、透明で民主的、か

つ良識が大事で、会則をつくり運営することを

基本とするところでございます。ポリシー、提

言をしっかりして実行を目指すこと。共通認識

で情報開示に努めること。以上のことを趣旨と

して、大同団結、会派改革を目指し、本来の議

会や会派の活動、議員活動を通じ責任と役割を

果たし、市民生活と市民の福祉の向上に努めて

まいりたいと思ったところでございます。どう

か、皆様方のご理解と今後のご指導、ご鞭撻を

お願いを申し上げ、会派大同団結の賛同趣旨を

申し上げながら、順次質問に移りたいと思いま

す。 

 １番目の市町村合併について質問いたします。 

 旧法での市町村合併が終息し、17年４月１日

より新合併特例法に基づき新たな合併構想策定

作業が始まっています。 

旧法では、平成11年４月から平成17年３月ま

での５年間の時限立法で、合併市町村だけに有

利な合併特例債の発行を認めて交付税で支援す

る「アメ」と、財政再建優先のため地方交付税

を減額という「ムチ」を併用して進めてまいり

ました。その結果、全国的には3,232市町村が

1,822市町村へと、半分近い43.6％減少いたし

ました。傾向としましては、広島県が73.3％、

愛媛県が71.4％、長崎県70.9％など合併が進み、

全般的に西日本が活発で西高東低で推移してお

ります。また、中山間地や地方の中心都市と周

辺などで合併が目立ち、大都市周辺は逆に合併

は少ない状況でありました。 

 県内では、44市町村から９市町村減って35市

町村に編成され、各地で法定・任意合併協議会

が組織されたが、結局、合併が調ったのは庄内

の３例にとどまった。既に７月１日に、余目町、

立川町が合併して庄内町が誕生しております。

10月１日には、鶴岡、藤島、羽黒、櫛引、温海、

朝日の６市町村により新鶴岡市が、11月１日に

は、酒田、八幡、松山、平田の４市町で新酒田

市がそれぞれ発足することであります。 

 長井市においては、旧法の有効期限内に合併

を目指し、米沢市、長井市、川西町の２市１町

の枠組みや、長井市、南陽市、川西町、飯豊町

との２市２町の合併に向けて努力をしてまいり

ましたが、合併実現に至らず不調決裂の結果と

なっております。 

 こうした中で、これまでの市町村合併は、関

係者の努力により前段で申し上げたように

3,232であった市町村が1,822市町村と成果を上

げてきているが、地域ごとの進捗状況に格差が

見られることであり、地方分権の一層の推進、

人口減少社会及び広域的行政への対応、より効

果的で効率的な行財政運営の実現等要請にこた

えていくためには、市町村の合併の特例等に関

する法律のもとで、新しい視点を加えつつ引き

続き自主的な市町村の合併を推進していく必要

があるため、４月に新法が施行され、５月に告

示になったところでございます。 

 新法については、やはり５年間の時限立法で

あり、一つは、生活圏域を踏まえた行政区域の

形成を図ることが望ましい市町村。二つ目には、

既に充実した行政権能等を有する指定都市、中

核都市、特例市等を目指す市町村、人口要件が

70万人以上です。３番目には、おおむね人口１

万人未満を目安とする小規模な市町村であり、

合併を推進するため県知事の権限、関与を強化

し、県が必要と判断した市町村の組み合わせな

どを構想として示し設置勧告ができるとなって

おります。 

 また、旧法では合併推進のアメとして設けて

いた合併特例債が新特例法ではなくなり、合併

に必要な 小限の施設整備の財政支援が必要と

判断され、８月27日に支援プランが発表されて

おります。県は、新法を受けて構想を策定する

こととし、合併の組み合わせを１パターンに絞

ることを決定し、市町村合併推進審議会に諮り
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決定していくものと思います。 

 こうしたことは、当局において既にご理解の

ことと思います。自立計画・行革主幹を配置し

自立計画の策定中であることは承知をしている

ところでございます。財政事情は依然厳しく、

三位一体改革の方向は不透明で、地方交付税が

さらに削減される可能性が強い中で、自治体の

将来展望はますます混迷の中を迷走していくの

か、極めて厳しい行政運営の状況と言わざるを

得ないのでございます。 

 こうした事項を含め、通告しています１の国

の改革推進に対する地方自治体運営について、

市長のご見解をお聞きいたします。 

 また、２の市町村合併に対する市長の姿勢で

ありますが、新法はある面では強化され厳しい

ものがあると考えますが、市長はどのようなお

考えか伺います。 

 さらに、議会においては、市町村合併問題検

討特別委員会のもとで旧法の期限の中で調査研

究等を実施して、貴重な資料等、意義のある中

間報告もいただき、大変ありがたく存じます。

このたび、合併に至らなかったことで特別委員

会の役割を果たしたとして、市町村合併問題検

討特別委員会の廃止をするとの判断をお聞きし

ています。この間の特別委員会の方々のご努力

に対し、心より敬意を申し上げます。 

 こうした経過で、特別委員会は今定例会で廃

止であります。議会は議会の判断であることは

重々理解をしているところでございますが、新

法を含め市町村の将来展望を思うとき、議会に

対し何か市長が望むものがあるとしたならば、

市長のお考えを賜りたいと思います。 

 続きまして、２番目の大震災の防備について

質問をいたします。 

 ９月１日は防災の日であります。1923年（大

正12年）９月１日、14万2,000人余りの死者・

行方不明者を出した関東大震災を教訓に、防災

意識の高揚、防災体制の充実強化を図ろうと

1960年（昭和35年）に設立され、さらに、1983

年（昭和58年）には８月30日から９月５日まで

の１週間を防災週間と定めたところであります。

週間中、全国各地で防災に関する行事の訓練が

実施されております。 

山形県では、９月４日、日曜日でございます

が、鶴岡市内を会場に県と合同の総合防災訓練

が行われ、私も消防団員として研修参加をして

まいりました。訓練の想定は、庄内平野東縁断

層帯を震源とするマグニチュード7.5と推定さ

れる地震が発生したとの想定で、各種訓練が行

われたところでございます。 

 大地震の恐怖、猛威は、市民生活に直接甚大

かつ悲惨な被害をもたらします。このことは、

過去の阪神大震災や中越地震により身近なとこ

ろで発生しているところであります。山形県に

は大地震が発生すると指摘されている活断層が

あります。主要なものは、山形盆地断層帯、新

庄盆地断層帯、長井盆地西縁断層帯、庄内東縁

断層帯の４断層帯が危惧されているところでご

ざいます。残念ながら当市には西縁断層帯が走

り、大震災が予測・心配されるところでありま

す。 

 このような状況の中、これまでの対応として、

平成８年・９年度に県による地震対策基礎調査

を実施されております。内容は、被害想定調査

で地震規模はマグニチュード7.0を想定し、被

害は死者226人、負傷者3,560人、建物全壊

3,133棟、建物焼失22棟、全半壊建物罹災者２

万6,405人、避難生活者１万659人の結果であり

ます。 

 その後、国の地震調査会により調査の実施が

あり、長井盆地西縁断層帯について平成12年～

13年度にかけて実施され、ことし２月公表され、

結果は、長期評価によると、長井盆地西縁断層

帯は朝日町から長井市を経て米沢に至る51キロ

の断層帯、米沢、長井、朝日、白鷹、飯豊、川

西の６市町にかかっており、長井市部分は、主
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要地方道長井白鷹線の西側に平行に断層帯が延

びている状況であります。今後30年以内に想定

される地震の規模はマグニチュード7.7、発生

率は0.02％。全国の主要断層の中では低いグル

ープに入っているとの調査結果でありますが、

いつ発生してもおかしくないのが地震であり、

調査結果について県総合防災課により先ごろ７

月に住民説明が実施されたところでございます。

内容はただいま申し上げたような事項でござい

ます。 

 長期評価で想定地震規模を上回る調査結果で

あるとの説明であり、また、この断層帯の上部

には民家や工場、教育施設等多くの建物が乗っ

かっているところです。こうしたことから、当

市の地震に対する市民への広報、啓発等含め、

対策対応はどのような状況なのか検討を考慮し

てみたいと思ったところであります。 

 また、昨年も一般質問で地域防災計画につい

て、住民の避難誘導、情報発信、公的備蓄等に

ついて伺ったところでございます。答弁は善処

をしていくことでありましたが、善処の跡がな

かなか見受けられない感じがいたしております。

確かに調査結果では発生率は低いが、いつ発生

しても不思議でない状況と思われます。行政と

して、一歩も二歩も踏み込んだ市民への指導と

備えを徹底していくのが重要と思います。 

 その一環であろうと思いますが、市報に掲載

されていましたが、木造家屋の耐震診断の申し

込み10戸分の掲載がありました。地震の備えに

は住宅の耐震診断は欠かせない分野と認識して

おります。 

 耐震診断の重要性はさきの宮城地震でも証明

されております。宮城県沖を震源とする８月16

日の地震で、 大震度６弱を記録した宮城県の

1.7倍に上る住宅被害が隣の福島県で出ていた

ことがわかったとの記事がありました。内容と

するところは、宮城県は震度６を観測した2003

年の北部地震をきっかけに耐震診断に取り組み、

２年間で約3,600棟が受診しておりました。福

島県では耐震診断を受けている住宅が少なく、

その差があらわれたと思います。 

 こうしたことを見ても、木造住宅の耐震診断

の重要性は明らかであります。西縁断層帯を抱

える当市において耐震対策は急務の課題と考え

ますが、長井市の今後のまちづくりにおける公

共施設の耐震化状況、耐震指導対応について伺

いたいと思います。 

 ２については、現在、震度を体験できる設備

は県が持っている起震車１台で、防災訓練等に

おいて派遣をいただくことで体験できるだけで

ございます。近年では、全国のいたる地域で大

地震を含め地震の発生が勃発している状況でご

ざいます。住民の地震に対する耐震への認識は

高いものと思います。個人でできる備えを考え

ている方々も多いものと思われます。 

だが、揺れを体験できるのは県内で起震車の

みであります。体験できる施設や設備がありま

せん。もし身近に体験できる設備があれば、家

財、家具類の転倒防止や転倒防止器具の実践等、

多種多様な実験体験ができ、耐震普及向上につ

ながるものと思います。今後、防災センターに

起震設備の導入整備の考えはないかご見解をお

聞きいたします。 

 以上で壇上からの質問を終わります。ご清聴

まことにありがとうございました。（拍手） 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 おはようございます。 

 まず、安部議員の質問の中で、市町村合併に

ついて国の改革推進に対する自治体の運営につ

いてご質問がありました。 

ご指摘のように、少子高齢化社会におきまし

ては、子育て支援、老人福祉、介護など多様な

行財政サービスが求められてくると思います。

さらに、年金、医療などの社会保障制度の見直

しも必要とされております。これは、社会保障

がどんどん伸びるのではないかと予測されるか
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らであります。 

 このように財政需要が増加する中で、人口の

減少、特に生産年齢人口の減少は市税収入減少

の要因ともなっております。加えて、安部議員

のご指摘のとおり今後も三位一体の改革による

地方交付税の減少が想定されるため、歳入が減

少することは必至でありまして、市民の方々の

ニーズに十分にすべてにおこたえすることはな

かなか厳しい状況になってきていると認識をし

ております。 

 したがいまして、限られた財源の中でより効

率的な行政運営を行うことが重要になってまい

ると思います。今後も行財政改革をしっかりや

る、そして選択と集中などを徹底して、当面は

自立・持続可能な自治体の構築を推進しなけれ

ばならないと考えているところでございます。 

 次に、市町村合併についての市長の姿勢はど

うかというご質問でございます。 

 今後の財政運営につきましては、少子高齢化

社会において多様なサービスが求められる中、

市税収入の伸びも見込めない、地方交付税も減

少傾向にあるなど依然厳しいものでありますが、

特に地方交付税につきましては、平成18年度総

務省概算要求の出口ベースなどにおいてどんど

ん減っております。 

 こういった中で具体的にどうするか、詳しい

ことは財政課長から申し上げさせていただきま

すが、私は、今まで議会で申し上げてきました

とおり、自治体の行政運営において一定の規模

の大きさが必要であります。これは経済効率性

が高くなるわけでありまして、さらに人口減少

が進むと予想される自治体において、さらに合

併の必要性が高まるのではないかと思います。

また、そうでなければ小さい自治体の行政運営

は非常に厳しいものになり、立ち行かなくなる

可能性もあると思います。 

 長井市は二つの合併が残念ながら実を結びま

せんでした。したがって、当面は自立をしてい

かなければいけない。自立の道を歩むことにな

っておりますが、しかし、また次の合併の機運

が出てきてその可能性が高まってくれば、これ

は合併は私は必要であるというふうに思ってお

りますし、その考えに変わりはありません。 

 並びに、新合併法での山形県が指導的な助言

を行ってまいりますが、合併新法において、山

形県は可能な限り、今年度中に市町村合併推進

審議会の意見を聞いて自主的な市町村の合併の

推進に関する構想を定めるというふうにされて

おります。この構想の内容は、生活圏域を踏ま

えた行政区域の形成を図ることが望ましい市町

村、さらに、充実した行政機能を有する指定都

市、中核都市、特例市などを目指す市町村、お

おむね人口１万人未満を目安とする小規模市町

村を構想の対象としているとされております。

山形県では、今後３回の審議会を経て原則をし

っかりと立てながら、合併の組み合わせを示す

というふうにお聞きをしております。 

 私は、かねがね申してまいりましたが、将来

は置賜３市５町が一つになるということがベス

トだと思います。そして、それに一挙にいかな

いのであれば、そこにつながるような合併、そ

れにつながるような合併が必要だと思っている

わけであります。もちろんこれからの合併は人

件費等もしっかりと見直さなければいけないわ

けでありますし、長井市がこれまでやってまい

りました行財政運営、行財政改革に沿って、そ

の基本方針をしっかり踏まえた上での合併でな

ければならないとも思っております。さらに、

自治体の自立や合併に対しては、市町村長と議

会の皆さんが市民の皆さんにしっかりと説明を

して、さらに断固たる決意と覚悟が必要であろ

うと思っております。 

今後しっかりと検討をさせていただきたい、

熟慮をさせていただきたい。そして、その場に

なりましたらまた決断をし、議会の皆さんとも

大いに議論をして前へ進めていきたいと思って
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いるところであります。 

 安部議員からは、議会に対してどういうこと

を望むかというご質問でありました。 

 ご案内のように、議会では2003年９月に、米

沢、長井、川西、当初は飯豊も入っておりまし

たが、飯豊は選挙の都合上、県議選の都合上で

一時控えたわけでありますけれども、この米沢、

長井、川西の合併案が、残念ながら９対12で法

定協議会を設立するには及ばないというふうに

決断されました。残念でありました。その後、

長井、南陽、川西、飯豊の２市２町案は、その

中の１市１町が時期尚早との理由でまとまりま

せんでした。 

 私は、これまでも申し上げてきましたとおり

合併についての認識や考え方は変わってござい

ません。議会の皆様には、今後とも合併につい

て私たちとともに長期的視野に立って大所高所

から活発にご議論いただき、検討や研究をお願

いしたいと思っているところであります。 

 次に、大震災の防備についてであります。 

 まず、市民の皆様への耐震誘導でありますが、

消防本部の防災出前講座でお話をさせていただ

いております。さらに、自主防災組織リーダー

の研修会もさせていただいて説明を申し上げて

いるところであります。阪神淡路大震災では、

犠牲者の約８割が住宅等の崩壊による圧死であ

りまして、この住宅等の耐震化を推進すること

により犠牲者を大幅に減らすことが可能であり、

住宅の耐震化の推進が必要であるというふうに

言われていることはご指摘のとおりであります。

住宅を所有している皆様の防災意識の向上を図

ることがまず第一に重要だと思います。 

 しかしながら、議員もご案内のように、山形

県では平成16年６月から各総合支庁を相談窓口

に木造住宅の無料簡易耐震診断を実施しており

ますが、ことしの３月までの実施軒数は山形県

全体で49軒、そのうち長井市は３軒という数字

でありました。今後ともあらゆる機会をとらえ

まして耐震診断の重要性をご説明しながら、県

の無料制度の紹介をしてまいりたいと思います。 

 また、耐震補強につきましては、山形県の住

宅リフォーム資金融資や山形の家づくり利子補

給制度がございますので、活用くださるよう市

報等でもＰＲしてまいりたいと思います。 

 長井市の施設の耐震状況につきましては、市

民課長から答弁をさせていただきたいと思いま

す。 

 そこで、耐震診断や耐震工事を本気でやる気

があるのかというご指摘であります。 

中越地震では、規模の大きい余震が続き、住

民の方が建物内での避難に不安を感じて車の中

で寝泊まりをされる方が多かった。そしてそれ

がまた非常に健康を害したというのが報じられ、

それが特徴であったように思います。また、耐

震化されていない避難所への避難というのはな

かなか進まなかった。危なくてそれは案内もで

きなかったというふうにお聞きしております。

地震の規模によっては、避難所として使用でき

るかできないか、耐震改修が必要か必要でない

か、これはしっかりと見きわめていかなければ

なりません。 

 しかしながら、現状の財政状況では一挙に耐

震化をすることはなかなか大変であります。一

つには、建物にも耐用年数というのがあります。

古い建物を耐震改修していつまでももたせられ

るものではありませんし、それがいいのかどう

か、新たに建て直しすることの検討もすべきも

のもありますので、その辺のところはしっかり

と検討をしていきたいというふうに思っている

ところであります。 

 民間の建物に対して、耐震診断や耐震補強に

補助を出す気持ちがあるかどうかというご指摘

であります。 

民間の皆様の建物の耐震診断や耐震補強に対

しまして補助を出すかどうかは、補助を出して

いる自治体が地震のおそれが非常に高いところ、
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神奈川県、東京都あるいは兵庫県等、大都市圏

に多くありまして、木材住宅の倒壊が被害を拡

大させるという考えに基づいております。個人

に対して補助する意味で画期的な制度であると

思いますが、金額は、耐震診断補助に１カ所２

万円、耐震補強に60万円という自治体もありま

すが、まちまちでもあります。 

 長井市の住宅事情は、補助している自治体に

比べ、それほど大都市のように住宅が密集して

おりません。建物崩壊が被害を拡大させる大都

市のようなおそれは少しは少ないのではないか

と思います。 

このような中で、先ほども申し上げましたよ

うに、県での木造住宅簡易耐震診断は平成16年

度で全県で49軒、長井市は３軒でありましたの

で、もっと県の制度も活用していただくという

ことが先決ではないかと思います。そして、こ

の制度で賄い切れない場合にどうするかという

ことを検討していくのがよいのではないかとい

うふうに思っているところであります。 

 後に、耐震普及の一環として、防災センタ

ーに震度を体感できる起震設備の導入について

であります。 

 ご指摘のとおり、長井盆地の西縁断層帯の解

析結果では、地震の起こる確率は0.02％だった

と思います。比較的低い確率であります。もち

ろん、地震がいつどこで何が起こるかわからな

いということもご指摘のとおりであります。

近では震度５以上の地震が多発をしております

し、市民にとっても、あの恐ろしい阪神淡路大

震災あるいは新潟や直近の宮城の大地震の記憶

が残っておりますし、市民の防火防災に対する

認識も高まっていると考えております。 

 防災センター及び出前防災センターによる防

火防災教室を開催し指導を行っておりますが、

安部議員の起震設備の必要性も十分に考えられ

ます。私も、中道でのこの教室で実際にこの起

震設備に乗ってその経験をしたところでありま

す。山形県では、三川町にある防災館に設置し

ている起震装置と、もう一つは移動型で起震車

１台、合計２台が整備されておりまして、中道

ではそれを活用して指導、対応を行ったわけで

ありますが、もちろんご指摘のように十分な整

備ではないと思っております。 

 地元におきましては、業者の方もみずから開

発し全国に注文生産を行おうというところもあ

るようでありますが、各首長さんや皆さんとも

相談をし、さらにその内容もしっかりと見なが

ら検討してまいりたいと思っているところであ

ります。 

 詳しくは消防主幹から申し上げたいと思いま

す。 

 以上です。 

○大沼 久議長 小泉良一市民課長。 

○小泉良一市民課長 市の施設の耐震化状況につ

いてご答弁をさせていただきたいと存じます。 

 市の施設の耐震化状況でありますが、耐震基

準が改定されました昭和57年以降の建築物が耐

震化されているという前提で申し上げますと、

17年４月１日現在で全施設59施設89棟のうち、

昭和57年以降の建築が48棟でございまして、耐

震化率53.9％というふうなことになっておりま

す。また、耐震診断をして改修をした建物は、

長井小学校の第二校舎１棟でございます。 

さらに、避難所として指定されている建物の

耐震化率は44.4％というふうなことで、50％以

下というふうなぐあいになっているところでご

ざいます。 

以上でございます。 

○大沼 久議長 金田寿一消防主幹。 

○金田寿一消防主幹 安部議員のご質問にお答え

申し上げます。 

 まず、全国で震度５以上の地震が昨年では６

回、今年に入りまして既に７件発生しておりま

す。もし震災が発生したならば、現状の消防体

制で行える活動には限界がございます。被害を
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小限度に食いとめるには、住民一人一人の防

火に対する正しい知識と認識が重要になってき

ます。それには、市民の災害意識の確立、的確

な状況判断能力の育成、そして、防火意識の高

揚を目的とした西置賜防災センター、そして出

前防災センターにおける研修が望まれます。 

 昨年、来館されました2,591名、出前防災セ

ンターにおける防火防災教室では74回、2,751

名でございます。県の起震車を活用しての防災

教室、先ほど管理者からも、市長からもありま

したとおり、300名の方が研修を受けておられ

ます。さらに、自主防災組織のリーダー研修会

も実施しています。このように多くの住民が参

加されることは、地域住民の防火防災に対する

認識が高まってきております。それで、そのセ

ンター、研修等に来た方にアンケートをとって

みますと、起震装置の設置及び体験を望んでい

る方々が70％以上というふうになっております。 

 以上のことから、安部議員の震度を体験でき

る起震設備の導入については、西置賜防災セン

ターでは、１市３町の広域施設でもございます

ので構成市町の調整も必要になってきます。今

後、事務レベルでの導入可能性について、主管

課長会、そして財政担当者会を開催いたしまし

て調整を図ってまいりたいと思います。 

 以上でございます。 

○大沼 久議長 松本弘財政課長。 

○松本 弘財政課長 今後の財政運営につきまし

ては、先ほど市長の答弁でもございましたが、

多様な行政サービスが求められている中で、市

税の収入が伸びないであるとか地方交付税も減

少傾向にあるなど、依然として厳しいものであ

るというふうに認識しているところでございま

す。 

実際に地方交付税につきましては、平成18年

度総務省の概算要求の出口ベースにおきますと、

前年度対比2.7％の減、それから臨時財政対策

債につきましては、平成18年度地方債計画の案

によりますと、前年度対比0.8％の減とされて

いるところでございます。したがいまして、現

時点における地方交付税と臨時財政対策債を合

わせました実質的な交付税につきましては、前

年度対比2.4％の減と推計されるところでござ

います。 

 また、ことし６月21日に公表されました「経

済財政運営と構造改革に関する基本方針2005」

によりますと、国と地方の徹底した行政改革の

項において、国の歳出見直しと歩調を合わせて

地方の歳出を抑制するなど改革を行うとされて

いるところでございまして、今後ますます行財

政運営の効率化を推進しなければならないもの

というふうに認識しているところでございます。

したがいまして、国が求めている集中改革プラ

ンなどについてもきちんと対応していくことが

必要であるというふうに考えております。 

 具体的には、現在、総務課、企画調整課と連

携しながら18年度から22年度までの自立計画を

策定中でございますが、この中で、今後５年間

の財政見通しを行った上で、財源不足を縮減す

るための歳入の確保、歳出の削減について検討

しているところでございます。この検討結果を

自立計画に反映させ着実に推進しながら、より

一層財政の健全化を図り、効率的な財政運営を

行わなければならないというふうに考えている

ところでございます。 

 以上です。 

○大沼 久議長 ６番、安部隆議員。 

○６番 安部 隆議員 ただいまいろいろと答弁

をいただきました。 

再度質問させていただきますが、１番目の、

財政運営というのが非常に厳しいことは、これ

は一致した考え方であります。そして、市長も

おっしゃいましたが、 近におきましては人口

の減少というものが非常に注目をされておりま

して、もう既に減少社会に突入をしているとい

うふうなことで、27日の新聞にもありますが、
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ことし５月と６月の統計で前年を３万人ほど下

回ると、減だと、これは戦後初めてであるとこ

の推計調査の中で総務省が発表しております。

また、同じく厚生労働省においても、人口動態

統計でもそれぞれ減っていると。全体で３万人

も減っているというようなことですから、やは

り我々のような市町村でも同じように減ってい

るというふうに思います。 

 そういう中で、やはり行財政改革はもちろん

でありますけれども、相当な覚悟がなければ住

民サービスの維持向上なんていうのはなかなか

難しいものだと。ですから、この財政問題と人

口問題、そして新法による合併問題というもの

は、ある程度一致したところの考え方で進んで

いるのではないかなと。 

特に、新合併法でいっておりますおおむね１

万人未満の市町村でありますけれども、こうし

たところとの関係というものも多く出てくるの

ではないかと。それと、生活圏を踏まえた行政

区域の形成を図ることが望ましい市町村、生活

圏が同じところにあるというようなことがあっ

たりしますと、長井市、今市長言ったように、

自立の中でいきながら、合併についても以前と

変わらない考えを持っていると。そういうよう

なことで、そういった機運が上がったときには

合併についても再度検討していくというような

ことだと思いますけれども、やはり県がどのよ

うな関与をするかというようなことは、審議会

ですか、今後３回の審議会がありますけれども、

そうした会議の意向も見ないとわからないわけ

でございますけれども、やはり長井、西置賜に

おいては、同じ行政区域というようなことはし

っかりと考えて注目をしていかなければならな

いのではないかなというふうに思いますけれど

も、その辺との兼ね合いで、隣接する、ここで

は飯豊町、小国町がありますけれども、１万人

未満のこうした市町村と同じ区域の市としてど

のような市長としてのご見解があるか、再度お

聞きをしたいというふうに思います。 

 それと防災面でありますが、本当に防災、耐

震についての認識、そして知識というものは、

それぞれ住民は非常に見識が高くなってきてい

るんじゃないかなと。たび重なる大地震ですね、

国内はもとより海外においてもすさまじい猛威

を振るっているわけであります。やはり近年に

おいて皆さんもすばらしい居宅を構え、そして

財産を蓄積をしているわけですから、そういう

ようなものがあっという間になくなるというよ

うなことでは非常に悲しいところであります。

やはり日ごろからそういった災害、防災に対し

ては考えていくというふうに思います。 

 その中で、やはり耐震診断、これが木造住宅

では一番と肝心ではないかなと。57年以降の特

に古い住宅ですと、やはり耐震診断というもの

が、どうなっているのかはやはり我々素人では

なかなかわからない。こうしたことはやはりそ

れなりの知識を持っている方に診断をしていた

だくというのが、これは一つの方法だというふ

うに思います。 

それが、やはり先ほど来から申し上げました

ように、宮城県においては、宮城県は30年に１

度、震度６弱・強くらいの地震が発生するとい

う予測がありまして、そのようなところであり

ますので、2003年以降に耐震診断の普及を始め

たわけですね。同時に耐震診断に補助金制度も

スタートさせまして、当初２万7,000円の補助

と。これで耐震診断の一つの補助ということで

ございます。そしてそれが、設けた時点におい

ては500軒だった枠が、次の年には倍増という

ようなことでございます。ちなみに、ほかの市

町村においてもそうした改修等にも補助金を出

しているところもあります。 

そしてなお、この宮城県においては改修にも

大30万円出しております。また、東海沖地震

にかかわる静岡県でも耐震改修に一律30万円。

愛知県も市町村との共同で 大60万円。横浜市
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は補助金の上限540万円というようなことにな

っているようであります。やはりそれぞれ地震

の発生する地域でありまして、やはり住民のそ

うした生命、財産というものを守り、安心・安

全な地域を担保していくんだというあらわれだ

というふうに思うんですね。 

ですから、この長井盆地西縁断層帯、これは

0.02％という確率で全国的には低いところであ

ると言われておりますが、周期的にはもういつ

来てもおかしくないというような先日の説明で

ありました。2,000年から3,000年の間に来ると

いう周期で、今、その活断層があらわれていた

時代から、地質、ボーリング等含めて検査した

結果はもういつ来てもおかしくないところなん

だと、こういうふうな県の説明会でありました。

やはり県もこれについては、先ほど市長の答弁

にありましたように、それぞれ耐震診断という

ものを実施していただきまして、わずかな数で

はありますが、やはりもうちょっとこれ普及を

していただいて、市においてもそれにあわせて

ぜひこうしたことを、強行というわけではない

ですけれども、強く市民に広報しながらやって

いただきたいなというふうに思います。 

また、起震設備であります。先ほど防災セン

ターにつきましても消防主幹から答弁がありま

したように、センターの利活用というようなも

の、今はなかなか伸びもないというようなこと

もあります。ただし、先ほど言ったように、地

震についての出前講座等においてもやはり市民

は非常に興味を示しているというふうなことで

あります。先ほど言ったようにこれは１市３町

での運営をされているわけでございますけれど

も、市長は管理者でもありますので、ぜひそう

したことを首長間で協議をしていただきまして、

早い段階で何とか設備導入を果たしていただき

たいなというのが私の願いであります。 

そして、市長も答弁の中でこうした起震設備

を製作している工場が市内にあるというような

ことをちらっと申されましたけれども、やはり

産業の育成というようなことと、地震というも

のは今本当に注目であります。やはりこうした

ことを、ひとつそういったことをタイアップし

ながら、そういった工場の活性化、そしてそう

いったところでも力をつけてくれるのではない

かなというふうに思うところであります。 

そういうようなことで、これは行政組合管轄

でありますので、行政組合議員もいらっしゃい

ますけれども、その辺について、首長間の協議

というものも含め、再度市長のそういった設備

に対しての答弁をいただきたいというふうに思

います。 

○大沼 久議長 目黒栄樹市長。 

○目黒栄樹市長 お答えを申し上げます。 

 まず合併について、県の審議会は三つの項目

だと。生活圏域だと。それから、指定都市、中

核都市等特例市とかそういうのだと。それから

三つ目が、人口１万人未満だと。この三つの条

件等について特にやはり注目をしてやっていき

たいということで、人口１万人未満は、近隣で

は飯豊、それから小国がちょうど１万人ぐらい

ではないかと思われますが、というご指摘であ

りました。 

 飯豊はですね、２市２町のときもそうであり

ましたが、合併についてはやはりこれは必要だ

というように、首長さんも議会の皆さんもそう

いう流れになってきているなということはご理

解をいただいているところだと思います。ただ、

小国町はやはり経済的に、資材のあれとかそう

いうものはやはり新潟県に近いと。それから、

そういう歴史的なつながりもあると。人事の交

流であるとか縁組であるとかそういうのもあり

まして、あそこはまた 上川が通っていない唯

一の自治体で、国土交通省も北陸地方整備局に

入っているというところでもありまして、合併

そのものには非常に、この間、首長さんも議会

の皆さんも非常に積極的に検討されているよう
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でありますが、こちらと一緒になるのかという

ことについては、非常にまだ慎重だという感じ

を私は持っております。ひとつそういった皆さ

んとも十分にやはり交流をして意見を闘わせて

いかなければいけない、意見を交換していかな

ければいけないというふうに思っているところ

であります。 

 耐震診断等の広報の必要性、これはまさにそ

のとおりであります。やはり耐震診断をまずし

て、そしてある程度補強すると。なかなか新築

とはいかないという場合もあるわけであります

から、あるいは母屋だけでもとかいうようなと

ころもあるわけですから、これは県等のあれも

ありますし、さらにＰＲをしながら、広報しな

がら、必要になれば市の方もやはり検討しなけ

ればならない課題で、重要な問題だと思ってお

ります。 

 起震車につきましては、消防主幹が申しまし

たように、出前講座等で、あるいは防災教室等

で相当使わせていただきました。この間では長

井なんかは非常に使わせていただいた方ではな

いかというふうに思っておりますが、なお、や

はり１市３町の首長の皆さんや、あるいは行政

組合の議会の皆さんとも意見を交換しながら、

今後どうするかについて少し議論を深めていか

なければいけないのではないかというふうに思

っているところであります。 

 以上です。 

○大沼 久議長 安部議員に申し上げます。時間

が迫っておりますので、簡潔にお願いいたしま

す。 

○６番 安部 隆議員 時間というようなことで

ございますけれども、ぜひ防災面においては、

昨年も私質問をしております。やはり９月１日、

防災の日というふうなことで、やはり今までの

過去の苦い経験を後世に生かしていくというこ

とは、我々の与えられた使命ではないかなとい

うふうに私も思っております。そういうふうな

ことで、ぜひ厳しい財政の中での、そうしたサ

ービスは行政サービスでありますけれども、こ

こはひとついま一層努力をしていただきまして

対応していただくようお願いを申し上げたいと

いうふうに思います。 

 また、合併問題で議会に望むことというよう

なことで、市長は長期にわたって検討をしてい

ただきたいというふうなことがありました。残

念ながら特別委員会は解散をしていくわけです

けれども、やはり今後そうした県の新合併法に

基づいた検討というものも我々もしていかなけ

ればならないのかなというふうに改めて思った

ところでございます。 

 私からの一方の感想的な話でありましたけれ

ども、時間でありますのでこの辺で終わらせて

いただきたいと思います。 

 

 

   蒲生吉夫議員の質問 

 

 

○大沼 久議長 次に、順位２番、議席番号17番、

蒲生吉夫議員。 

  （17番蒲生吉夫議員登壇） 

○１７番 蒲生吉夫議員 おはようございます。 

 敗戦60年目の暑い夏が過ぎ、広島・長崎に原

爆が投下され被爆60周年でもあります。 

 日本の侵略戦争は、アジア・太平洋で2,000

万人、日本国民も300万人以上の命を奪いまし

た。人類史上、地球上初めて使われた原爆につ

いてもさまざまな角度から論考されました。こ

のことについて色川大吉の一書から引用すると、

「国力を消耗し切っていた降伏間近の日本に原

爆を投下する必要が本当にあったのか。仮に必

要があったとしても、民衆を大量虐殺すること

になるとわかっていたこの悪魔的な兵器を使っ

たことが非人道的行為と公に非難されないのは

なぜか」ということ。さらに色川氏は論考を進
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